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1.序　　　論

　最近，中間財を考えるモデルで租税の帰着が考察されている．中間財を

組み入れた一般均衡モデルを用いた分析は，国際貿易理論の文献にはすで

に多く見受けられる．中間財を考える一般均衡モデルには，二つのタイプ

かおる．ひとつは，純粋な中間財，すなわち，他の財（消費財）の生産の

みに用いられ，消費財として用いられることはないような財を考えるもの

で，「純粋中間財モデル」と呼ぶことができよう．いまひとつは，　ひとつ

の財が消費財と中間財の両方の用途に用いられると仮定するもので，「産

業間フロー・モデル」あるいは「投入産出モデル」と呼ぶことができよう.

Bhatia（1982a）は, これら二種類のモデルについて程々の租税の帰着を理

論的に分析している. Bhatia（1981)は，純粋中間財モデルを用いて法人税

の帰着を実証的に分析している. Bhatia（1982b）は，純粋中間財モデルで

の付加価値税の帰着の理論的な分析である. Solow（1986）では，投入産出

モデルで法人税の帰着が実証的に分析されている．

　中間財を考えることにより在来のモデルが変わる点は，生産関数である．

関数には三つの要素が含まれ，生産における要素間の関係か複雑になる．

生産要素が二つの場合には，要素間の関係はただひとつの代替関係かおる

だけであった．しかし，要素が三つになると，要素間の関係は三つになり，

そこに代替関係だけでなく補完関係の可能性も付け加わ,る．このため，租

↑　この主題の研究で渡部教授から御教示いただくことか多かった．ここにお礼申

　し上げる，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∇士‥　‥‥‥‥‥
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税の一般均衡論的影響は，本来のハーバーガー・モデルの場合にくらべて

複雑になる．本稿では，租税帰着を扱う中間財モデルの構造をたどり，そ

こからの分析結果と中間財を考えない従来のモデルのそれとを対照させて

みたい．前掲の諸論文の基本的内容にここで実質的に付け加えるべきもの

はない√ここでは, Bhatiaが需要関数としてHarberger （1962）のもの

を用いているのとは趣向を変え，相似拡大的効用関数から導かれる需要関

数を立てて，モデルを再述してみたい．その結果出てくる帰着式には，需

要の相対価格に対する弾力性でなく，消費における代替の弾力性が含まれ

るし，式の形も異なるものになる．なお本稿では，紙面の関係で，純粋中

間財モデルだけを取り上げることにし，投入産出モデルは別の機会に誼り

たい．

2.モ　デ　ル

　まず本項で，純粋中間財モデルを方程式の形で示すことにする．前述の

ように，中間財というとき，それは最終消費財の生産にのみ用いられるも

のと仮定されている．最終消費財X, Yは，労働L,資本瓦および中間

財訂の3要素を用いて生産されるものと仮定する．中間財は，本源的要

素の労働と資本のみを用いて生産されるものと仮定する．各部門の生産関

数は一次同次であると仮定する．政府を含めた社会全体の各最終消費財に

対する需要は，ただひとつの社会的効用関数によって決定されるかのよう

に考える．ここではこの関数を相似拡大的であると仮定する．この仮定の

もとでは,万各財の需要の所得弾力性は1となり，これらの財に対する需要

楷成は相対価格にのみ依存することとなる．

　このモデルをJones （1965）の表現形式で示すと，まず各要素市場の均衡

条件（完全雇用条件）は，それぞれつぎのようになる．

（1）　呪Xχ十亀χY十atuM＝L
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（2）

（3）
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αrxχ十αχyY十OkuM一 K

αuxχ十αMYY＝ぼ

ここで各種の町は, i財1単位の生産に必要な要素iの投入量とする．

　前記の（1）-（3）は, （3）を（1）, （2）に代入することにより，つぎの

ような代替形式で表現することかできる．

（4） 尺lχX十尺lyY＝£

ただしRiχ＝亀χ十^LU心Mχ，　RLY ＝亀Y十^LM^MY

（5）　RkxX十R^Y＝K

　　　　ただし尺χχ＝Okχ十Okm'^mX'　　i?^y＝収y十αkmらmy

ここで瓦uは，最終財jの1単位の生産に必要な本源的要素fの投入量

である。

　つぎに，競争下での各部門の生産物の価格と限界費用の均等条件（価格

方程式）は，それぞれつぎのようになる。

（6）

（7）

（8）

亀xωTrx十OkχΓΥχχ十auχ飢uTmχ＝Px

aLv)Trr十αχげ-l χy十αur)MJ^MY~)r

0-Lu扨Tim＋αひmΓΥχ轟!＝pu

ここで, 扨，r,♪uはそれぞれ労働，資本，中間財の各要素の税引価格，

♪x，加はそれぞれ最終財X, Yの税引価格とする．各種のT≒は. i財部

門で用いられる投入物帽こ適用される従価税率らと1との和，すなわ

ち1十らを一括して示した租税係数とする．いうまでもなく，税引要素価

格にこの係数を掛けると，税込要素価格となる．この分析では，各種の租

税について考えたいから，可能なすべての租税形態をモデルに組み込んで

おくことにする．

　前記の（6）-（8）は, （8）を（6）, （7）に代入することにより，つぎの

ように表すことができる.
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(9)(≪χrχ十i^mχTmχ■aLuTLM)w十(o-χχΥχχ十αMxJ- UxC^KmI^Kh)f司りX

(10)(亀y几Y十aMrTMYaLiiTiM)w十(0.jcy1 χΥ十両ur乃がi臨TKu)r＝♪Y

　最後に，各最終財の需要を記述する方程式として次式を立てる．

(11) 夢＝^(ﾀﾞ回

ここで几は，最終財i こ対する消費税の租税係数とする．需要方程式の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D　　　　　　　フ立て方は，上記の形にかぎられるわけではない．ここ懲は，家計全体が相

似拡大的な効用関数をもっと仮定することにするト望むならば，より一般

的な関数を立てることもできるが，中間財の存在か租税帰着にもっ意味合

いを考える上では，これで十分であるレ

3.　方程式体系の解法

　本項では，前項に示したモデルにおける各種の租税係数か変化するとの

想定のもとに，その方程式体系を要素価格比の変化率戸（労働を価値尺度に

とる）について解くことにする．

　まず，完全雇用条件式（4）-（5）を変形すると（i, 瓦は定数扱い），それ

ぞれつぎのようになる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ダ

（12）　λx忿十λiri^―－（λlx鳥χ十尨Y瓦Y）

ただし2 ＝J?ｹﾞ置，尨y=j17ｼ恰

　　　　　　　　尨x十尨r= l

(13)　λKx尤十恥yY― －(λkxRkx十臨議ぶ

　－^　2　一尺“X　　　二R″Yただし　KX －一つぐ '　λχY－一つr

λKX十臨r ＝l

1)たとえばBhatia （1981）では，相対価格と所得7に依存する関数X＝X（p^l

　Pr.Dが, Bhatia（1982）では，相対価格のみに依存する関数X＝X（)J）r）が

　用いられている．　　　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　ニ
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上記の２式を連立させて1. 夕についで解くと，それぞれ次式が得られる.

(14)尤＝才[λKy(λlxRlχ十λぶ

　　　　ただし＼λ|＝λIXλχY一λLY^KX土尨χ－λKX＝λχY－λび

(15)　　1^Γ[λ゛(λ゛7臨十λぶ‰)ヅザ(λ゜瓦゛十臨声フリ

(14)から(15)を引くと，次式か得られる．

(16)戈-ﾀﾞ=一犬(尨ｊａ-λｘＪａ十λぶし一臨議岫

前項の完全雇用条件式(4)-(5)は, (16)に変形されたことになる．

　つぎに, (6)－(8)の各式を変形すると，それぞれつぎのよう,になる.

(17)　pLx(亀x＋u)十九x)十餌x(恥a十丿･十でなχ)十pMX(恥X十八f十へχ)=Px

。-^　　　＿心χωTi,χ　　　＿^KχΓΥχχ　　　＿剱χみmTmχただしPLX一一つぷｰ-，ｐＸＸ‐‾享y▽･ p-^‾匹‾‾

　　　　　　　　　PLX＋pKX＋pMχ＝'^

(18)　　pLr(亀a十公v十fir)十蝕r(臨Y十戸ヤ?^)十所y(Oむ十偏十夕肖)＝か

。Ｊ　　　＿atYWTLYト　　α皿ΓΥχY　　　＿らmφmTmyただしPly一一二瓦コ―，蝕Y --∇瓦万一. Pmy一一一∇瓦一一

　　　　　　　　　Ply十PKY十即y ゛1

(19)　　Put(亀M十面十↑Lu)十pKM (O,KM十戸十？～)ﾆ＝偏

　　　　　ただし郎Ｍ－と弘叫だこ碍，|ρlnf＝とZl゛ｷﾞﾌＴ２
　　　　　　　　　　　　　　飢に’　1‾1ゝIIﾉ　　PM

　　　　　　　　　　　pｕf十Pkm= 1　　

ところで，各部門について

(21)　ρぶ祐x十政X臨X十知x恥x ＝'^
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(22)　p汲Y十PχyOχy十所y恥y ＝^

(23)　　PluCIlm十ρ回臨 = 0

の性質かおる(これらの式の導き方については付録Aで述べている).上記の各式

をそれぞれ(17)－(19)の各式から引くと，次式が得られる.

(24)　　pLx(W十九χ)十蝕χげ十九χ)十所χ(石十へχ)=石

(25)　Ply(面十九Y)十阪r(戸十几y)十Pmy(ん十瓢r)=py

(26)　　Plm(功十↑m)十paiif十↑m)＝ん

上記の3式は，(26)を(24), (25)に代入することにより

(27)　　亀fi^十匈x戸十Plx↑lx十Pkx↑kx十pMXpLxJ-払l

　　　　　　　十PmxPkm↑km＋PmxI'mx= ）x

　　　　　ただし亀χ＝Plx十伽xPlmi　収χ＝PKX十PmxPkm

　　　　　　　　亀χ＋dKχ＝l

(28)　　dryW十θkΥf十Ply↑ly十餌y？ky十pMYpLM↑LM

　　　　　　　＋p回pKM-rKM＋pMY夕MY―pY

　　　　　ただし亀y=みy十Pmy餌m,　OχΥ―pKY十pMYpKU

　　　　　　　　心y十θχΥ＝i

の2式に集約できる(各種のらについては付録Bを参照されたい).そして(27)

から(28)を引くと，次式が得られる.

(29)　　石一石＝|∂|(t&一心十餌χΓix十PKX八X一阪y九y－Pkyへy

　　　　　　　　　十(pMX一所y)(Plm金lm十PkmTi^m)十pMX↑MX一pMi'-TMY

　　　　　ただし|∂|＝亀^一亀y＝柚－θH

上式は，前項の価格方程式(9)，(10)を変形したものになっている.
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　最後に，需要方程式(n)を変形すると，次式が得られる.

(30)　t－や＝－a,,(h一石十亀一fr)

ここでり，は，消費における代替の弾力性とし，正と仮定する．

　以上により，このモデルの方程式体系は, (16), (29)および(30)の3式

に集約されることになる．そしてさらに，これらの式から瓦一祐，文－？

を消去すると，次式が得られ，全体系は1つの式に集約されることになる.

(31)　尨x?;χ－λkx?χχ十尨衣ly一臨議χy

　　　　= 0d＼λ|[＼d＼(面－f)十八x几x十紅x?kx一八y九y一蝕y夕ky

　　　　　十(pMX一pWl)(pLu↑LM十餌u?km)十朗X?MX一朗y乱Y十f ?vl

　このモデルの方程式体系をt∂一門こついて解くにはなお，各種の瓦-の

処理が残されている．各i≒を求めると，つぎのようになる(これらの導き

方については付録Cで述べている).

(32)

(33)

萱lx χ十PLM恥MxTi,x(瓦″十必゛)
　　　　　　　　　　∂lx

ただしe.χ＝紅χ■1TM J.mχ十PlmPmxTlx

-Kχχ＝―χJ-
KM
J-MxCtχχ十PkuPmXJ-

Kx(恥″十臨mx)

　　　　　　　　　　　　0心

ただし&KX ―pKxTjQMTmX十PkmPmxTkx

(34)　　瓦y＝ρ゛八″八八7十宍な竺几7(瓦″十恥T)

ただし亀Y ＝PlyTiぶTuy十み卯MY几Y

(35)　　jχy＝pχΥ■TχmT^uyO.χΥ十ρとき万町万χy(臨g十‰y)

　　　　ただし臥y―紅yTkm応y十pKMpMY-i KT

これら(32)－(35)を(31)に代入すると，次式か得られる。
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(36)　餌xHlχ侃χ―RkxIIχχ＆χχ十ρぶir亀y~紅μχr恥Y

　　　　十餌udIhu＆回~PrmIIx直icm十匹xHux飢mx十p回li回偏v

　　　　＝ら出目(?|(ゼ)－r)十PL^↑LX十紅x九χ一("ir↑LY一Pky瓢y

　　　　　十(加x一Pmy)(Plu↑lu十鰍丿‰i)十伽X九Xこ和Y九Y十几一几]

ただし　7Zzχこ尨゛TI“71x

　　　　　　　　　　0LX

　　　　i7irx こλgて励f八fx
　　　　　　　　　∂kk

　　　　IIly万こλ゛縦mJ- my万

　　　　　　　　　∂LY

　　　　11
娶

　　　　　　　…………θ£r･　　　　　……

　　　　が,,こ五把勁ら瓦十λly卵y瓦y

　　　　　　　　　脆x　　　　0し

　　　　刀
゛
^k・ρ″゛T召十λ″ρ″yTご

　　　　　　　　　&KX　　　　θ£y･

　　　　77 _ 皿慨ﾀﾞらざﾉｰλ皿駄々TicX

　　　　　　　（　∂£i.･.･･･　　　･eKx　ト…………

　　　井ご―λLYpLU
几T λ″駄鮮Tky

　　　　　　　　　θtrづ‥‥‥‥　θ瓦y・･･

上式(36)における匍は，つぎのようになる(つぎの各式の導き方については

付録Dで述べている).　　　　　　　　　　　　　……

(37)　≪iX＝－(pKXびLK十･PuxpKMalu)(・一均一(佩χOlk十PmxOlm)九χ

　　　　　　　＋Pこxぴl（予kx十ρ訂xぴ乱(九ぽ十几i九屁＋ρ瓦訂ﾌﾞ‰)

(38)　臨χ＝(pLXびLK十PMXpLuぴm)図－り十PlxO乱寸ix

　　　　　　　－(PlxOlk十佃バ乱)ヂKX十PUX(^むM[夕］十PluTim十Pkm-L km)

(39)　恥χ＝(plxP四姓m一PkxPlがO乱)(泌二万十μが乱几x十PkxOkm↑KX

　　　　　　　－(八が乱十紅がO乱)(几mx十阻ぶTlu＋ρれm夕心m)
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(40)　瓦Y＝－(PkyoIic十佃yPkuoIm)(面一r) －(餌r岐K十糾y臨m)几y

　　　　　　　十PkyOlk↑ky十伽が趾(礼y十Plu↑lu十PKU↑KW

(41)　恥-i＝(pnoli十PmyPluo長)(面一約手みy岐k八y

　　　　　　　－(PlyoIk半Pmがki.i)?ky干伽y岐u (几ur手pLU 八M十pKM-l- km)

(42)　恥r＝(八y蝕がcIm －PkyPlmOkm)(禰一叶)十八yふu八y十PbOku↑KY

　　　　　　　－(Plyふm十pロ'^i岫(↑uY十PLM亀M十Pku予km)

(43)　&iM =一feM噌衣仙－り一蝕がO包(■'■ lu－八m)……

(44)　臨M = Plmび￥k(必－r)十沁^包(ﾂﾞ‰m --I km)

　これまでの演算により，このモデルの方程式体系を変化率の関係に変形

したものは，結局，上記の(36)および(37)－(44)に集約されたことになる。

そしてさらに，これらの式から面一戸についで解き，かつ労働を価値尺

度にとることからTO)＝Oとおくと，次式が得られる。

(45)　戸二より,谷゛十AK/rχχ十瓦Y↑LY十心r夕KY十迅X六MX十皿y-I- MY

　　　　　　　十几M?LM十Akm↑a十南八十轟fr)

　　ただし/( ＝ら|λ目θ|十(≪十ぐ)(i/^χ十がa-x)十(β十δ)Olr.十n回)

　　　　　　aニ貼XpKX0lK十匪卯zX囲XOLit十唯u佩x佩mxO乱m

　　　　　　β＝ρ埓なaぴLK十ρ辿μ洒mが乱十PlmPkyPmyOkm

　　　　　　ぞ― ρ皿所収mが包　　　　　　　　　　　　　　　¨

　　　　　　δ＝Pl可）kmP町C包　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼

　　　　　　南x＝臨x[ら|刈十PKx(n^χ十Hkx)('＆十PuxHIlx一nuχ)ぴ乱]＼＝

　　　　ﾆﾚ　　南x＝Pkx[ら|λ卜Plx(Px,x十ilχχ)昭'一Pmx＃kx十馬x)廬M)

　　　　　　迅Y＝－PLY[ら|λI －pKr(∬r十･ff四)磋k一所y(万ir－nuy)c包)

　　　　　　南y ＝一紅y[ら|λ|十阪Y(几Y十Hjcy) 迂k十Pmy (刀冶十馬y)昭司ダ

　　　　　　高X ＝伽X[ら|λ|一紅x万lx一馬x)ぴ乱十心X (Hχχ十馬x)(!悩)
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迅My―－Pmy[a Dm|－Ply (JIiy－Hmt)C乱十蝕Y(PχΥ十IImy)a臨)

∠臨M＝pLU (CTd)IλI(pMX一畑y)－ptxpMx(Pj,χ一/7mχ)迅m

　　　十紅X伽χ(llKX十/Imχ)0 包－pLYp心(Ply一IIuy)ふm

　　　十Pky伽y (}IχΥ十''^uy)Oku十Pku(lliu十i7χM)(T包)

^KM―pKM[ら|λI (pux一pur)十PkxPmx (JIkx－Hmχ)okm

　　　― 阪X佃x(HIX十n峨)迅M十蝕y伽yQIχΥ一馬fy)(心M

　　　－PlyPmy(JIi,y十万M幽"息－PLM (IIkm十がLM)o包

轟＝ら|λ|

轟＝－ら|λ|

上式は，各種の租税の税率を同時に変更するときの帰着効果を示す帰着式

の意味をもつ．特定の租税の帰着式は，この式についてその租税の租税係

数の変化率だけを残して，他の租税係数の変化率をゼロとおくことにより，

その特殊ケースとして導くことができる．

4.個別税の帰着分析

　はじめに，均衡解の存在とその安定性にふれておきたい．まず，解の存

在については，式(45)の分母jがゼロでなければ，解は存在する．つぎに，

均衡の安定性については，|λ川θ|が正のときは，最終財の供給曲線が右

上がりになるので，均衡は安定である. λ＼e＼か負のときは，供給曲線

が右下がりになる．この場合，均衡が不安定になる可能性か生ずる.

　|λ目∂|が正であるかぎりにおいて，式(45)は帰着分析に利用できる.

|λ目θ|が正になる特殊ケースとして，初期に租税が存在しない場合，ある

いは，存在するにしても，すべての租税が一様な税率で課税されている場

合を考えることができる．ここでは前者の場合についていくつかの個別税

の帰着を考察する．

　初期に租税が存在しない場合には，すべての租税係数は1であるから．
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先に定義した0,j ((32)-(35))は, 貼((27)-(28))に等しくなる．それ

に応じて瓦7を記述する式((32)-(35))も変り，その中の租税係数は除

かれる．そして(36)の皿^の定義式の中の妬バま貼となり，乃aは除

かれる．初期に租税が存在しない場合には，式(45):の分母jは正になる

ことに注意したい．というのは，第1項は‥｣λ川θ|　が正であることにより

つねに正になり，第2項以下はa岫が正である(付録Gを参照されたい)

ことから正になるからである．

　特定部門の特定の本源的要素に対する税　この税の例としてX財部門

の資本に対する税を考える. (45)について応Xを残して，他の？をゼロ

とおくと，この税の帰着式として次式か得られる．

(46)戸＝ケへχ＝苧[りlXト(茫:十贈(pLX(llX十伽xPlmぴ‰m)]へχ

上式は，中間財なしのモデルの場合にくらべると若干複雑である．それは，

中間財と他の本源的要素との代替または補完の関係が付け加わるところか

らくる．分子の符号は一定せず，したがって帰着の方向は一般に確定しな

いが，資本と中間財の関係(迄m)が代替的であるほど(吃,が正で大きいほ

ど),税負担は資本に帰着しやすく，その関係が補完的であるほど(吃,が負

でその絶対値か大きいほど)，資本への帰着が緩和されるといえよう，帰着式

の構造は，基本的には，中間財抜きのモデルのそれに類似している．帰着

方向の決定要因として需要における代替の弾力性，生産における代替の偏

弾力性，それに，物理単位または要素支払額でみた各種の要素集約度が演

ずる役割は同じである．異なるのは，生産における資本と中間財の関係が

新たに加わる点である．

　中間財と本源的要素の関係が囚定的である特別の場合(ff乱 ―(fKM ―('lM―

(?辿＝O)を考えると式(46)は

戸=苧[ら|λ|一PlxOlJ七十七)]へχ
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となり(同時にjも変る),中間財抜きの場合に一層酷似するが，なお値その

ものが同じにならないのは，中間財が存在すること自体が帰着効果の大き

さに影響するからだといえよう.=

特定の本源的要素に対する税　この種の税の例として資本に対する税を

考えよう．式(45)比おいてﾌﾞ‰―へy ―?瓦λ―Tとおき，他の夕をゼロと

おくと，次式が得られる．　　　　　し

(47)　戸=古壽^十壽y十焉M)夕

＝－1[ら|λ|剛十pLXpKx(nj,χ十nχχ)（迂χ十pLYPKY(TlLY十Il四)oIk

　　　　　　十Pkx伽以Olx十nMχ十Pkm(TIχχ－nuχ)}aiM

　　‥‥‥　　‥‥十p衣伽八nχΥ十nMY十Pkm(I1χy一馬坏)加KM　　　　　　　　　　土

　　　　　　一PKM如LXPMx(rii.χ十/1mχ加乱十P訂pMiQ^び十II ur)oIm

　　　　　　－PlmHI臨m十TIkm)娼k}]タ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ

上式の符号は不確定である．もし中間財と本源的要素との関係が囚定的で

ある特別な場合(岨m = cIm = O乱= 応 = 0 )を考えるならば，上式は正にな

る．　これは，税負担が資本(課税される要素)に帰着することを意味してい

る，との結論は，中間財抜きのモデルではっねに正しい．中間財抜きのモ

デルは，いわば，本源的要素と中間財との関係を固定的であるとみたモデ

ルともいえよう．中間財なしのモデルで成り立つ前記の結論は，中間財モ

デルでは一般に真ではない．それは，中間財と本源的要素との関係が付け

加わるからである．そして，つぎのような場合，すなわち，課税要素(資

本)と中間財とが高度に補完的で(妬m.臨mが負で絶対値か極めて大きく),

非課税要素(労働)と中間財との関係が高度に代替的である(臨．臨,が正

で極めて大きい)場合には，非課税要素に税負担が帰着することがある．

　特定の最終財に対する税　この種の税の例としてX財に対する税を考

える．式(45)について几を残して他のごを醤むとおくjと，この税の帰

-
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着式として次式が得られる．

（48）　戸＝y海亀

　　　　　＝古ら|λげx

上式から，帰着の方向を決めるものが，グロスの意味での物理的要素集約

度λlであることかわかる. λI＞0のとき，上式は正になる．すなわち，

課税される財(X財)が労働集約的であるとき，税負担は労働に帰着する.

λlくOのとき，上式は負になる．すなわち，課税される財が資本集約的

であるとき，税負担は資本に帰着する．この結論は，中間財を考えないモ

デルですでに得られている．

　特定部門のすべての要素に対する税　この種の税としてＸ財部門の要

素に対する税を考える．式(45)について九χ― -'Kχ―J-MXとおき，他の夕

をゼロとおくと, (48)と同じ式が得られる．すなわち，特定部門のすべて

の要素に対する税の帰着は，その部門の生産物に対する税のそれと同じで

ある．この命題は，中間財を考えないモデルですでに得られている．

　すべての本源的要素に対する税　式(45)について九X― 几X― 九Y―
■'KY

－ﾌﾞ‰--'‰M-ヂ’とおき，他のヂをゼlﾆlとおくと，次式が得られる。

(49)　匹＼(迄.十壽X十几y十壽ｙ十貼m十/臨f)ヂ

　　　　　＝０

上式より，この税の負担がすべての要素に等しく帰着することがわかる．

この命題も，すでに中間財なしのモデルで得られている．

すべての最終財に対する税‥式(45)についてf -為とおき，他の夕

をゼロとおくと，この税の帰着式が得られる．それは, (49)と同じになる．

この結果も，中間財抜告のモデルで得られている．
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　すべての中間財に対する税　この税の帰着式は, （45）について　ちχ

J-MY= ﾌﾞとおき，他のfをゼnとおくことによって得られる。すなわち

(50)　ﾒ゛＝4(臨≪十臨y)や

＝1[らW (伽x一伽y)－pMx(pLXpKMO乱M－PkxPlmびkm)(七十ど)

一所Y(みY佃臨M －PkyPlmOkM(首十七)]ヂ

となる．いま中間財部門の要素一般に対する税を考え，その帰着式

戸＝~(恚M十AKM)ヂ

を求めると，これは(50)IC等しくなる．これにより√中間財一般に対する

課税は，帰着の点て中間財部門の要素一般に対する課税に等しいというこ

とになる．特定部門の生産物に対する税は，帰着の点でその部門の投入物

一般に対する税に等しいという命題は，ここでも成り立つ．

　中間財と本源的要素との関係が固定的である特殊ヶ－スを考えると，

(50)は　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ニ

戸＝言ら|λ|(pMX一伽Y)ヂ

となり，簡略になる．これからわかるように，中間財に対する課税の帰着

が一般に複雑になるのは，中間財と本源的要素との関係か存在するからで

ある．

　中間財抜きのモデルでは，取引高税を取り上げるすべがない．中間財モ

デルでそれを考察してみるのは興味深い．一般的な取引高税は，このモデ

ルでは，すべての中間財とすべての最終財に対する税と見立てることがで

きる．その帰着式は，式(45)についてI X＝J-Y＝九MX―J-MYとおき，他のや
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をゼロとおくことによって得られる．ところで，取引高税は中間財に対す

る一般税と最終財に対する一般税の複合物である．すでに示したように，

最終財に対する一般税の帰着式はゼロであるから，中間財に対する一般税

の帰着式(50)が，取引高税の帰着式を意味することになる．

5.　結　　　論

　中間財モデルは，二部門二要素の標準的な一般均衡モデルの一種の拡張

である．中間モデルでは，本源的要素と中間財との代替または補完の関係

が付け加わるので，租税の帰着は一層複雑になる．

　中間財モデルで成立する命題のいくつかは，すでに中間財抜きのモデル

で成立している．すなわち，つぎの諸命題がそうである.

　（1）本源的要素に対する普遍的な税の帰着は，中立的である.

　(2）最終財に対する普遍的な税の帰着は，中立的である.

　（3）特定部門の生産物に対する税と，その部門のすべての要素（中間財

　　も含めて）に対する税とは，帰着の点で同じである．

　中間財抜きモデルでは　特定の本源的要素に対する普遍的な税はその要

素に帰着するが，この命題は中間財モデルではもはや成り立たない．

　中間財モデルでは，要素集約度についてグロスとネットの区別が生じる．

その結果，中間財抜きモデルの場合と異なる結論が出てくる．たとえば，

特定の最終財に対する税は，中間財を考えないモデルでは，各部門の集約

度に依存するか，中間財を考えるモデルでは，最終財の各部門のグロスの

集約度に依存するといわねばならない．

　中間財モデルは，生産の垂直的階層構造を含むから，取引高税の帰着が

分析できる．これは，このモデルのメリットである．

　中間財モデルか意味かおるのは，生産における中間財と本源的要素との

代替または補完の関係か重要である場合である．その関係が固定的である

なら，このモデルの意味は少ないであろう.
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付録A

　式(21)－(23)を導く. X財部門を例にとり，その生産関数を

(A1)　X＝f(Lχ. Kχ，Mχ)

と表そう．これを全微分して変形すると，次式か得られる．

1=うｸ尨χ十五jド応十五が句眠

ここで各種のjは，生産関数／の一次導関数（限界生産物）とする．上式

の各夭を利潤極大条件

(A2)

(A3)

(A4)

♪x几＝扨Ti.x

石五＝rTKx

♪x五M＝入TMχ

を用いて消去し，（17）の洵の定義式（（17）-(19））と£χ＝a.Lχ十1, 島

ヨa。＋又眠＝恥x-ト又の諸関係を用いて整理すると，（21）が得られる．

　上と同じ方法をL財，中間財の各部門に適用すると, （22）,（23）が得

られる．

付録B　　　　．．

尚式（27）,（28）の貼の定義式を導く. （9）, （10）の両辺をそれぞれPx,

♪Yで割ると，次式が得られる．

(BI)　∂lx十Okχ＝-1

　　……ただし∂lx -. χ■aLuTLu)況
　　　　　　　　　　　　　　　　Px

　　¨　　　　　　夕　一(o-″T″十らx八ぶ石T゛)『

　　　　　　　　　　　　　　　ニPx
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（B2）　亀y十侭y＝I

　　　　　ただし亀 ―（屯y八y十dMYTMYaLMTui）゛

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加

　　　　　　　　　0 ―（心yT四十O-″y几拝心″Tご）と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加

上の各式のらを(17)-(19)における恥の定義式を用いて消去すると，

(27), (28)が得られる．

付録C

　式(32)-(35)を導く. (32)を例にとると，まず迄χの定義式(式(4))

は，つぎのように変形できる．　　　　　　　　　　　づ

＾　_ 亀X瓦χ十OLMO-Mx(瓦t十瓦fχ)
尺lx －　　　　　　　　　　，-
　　　　　　　aiχ＋fflLMflMχ

上式に恥の定義式(式(17)-(19))を代入してらを消去すると. (32)

が得られる．

　上と同じ方法を他の凡バこ適用すると，それぞれ(33), (34), (35)が

得られる．

付録D

　式(37)-(44)を導く. X財部門を例にとると，その生産関数(A1)と利

潤極大条件(A2)-(A4)は，生産関数か一次同次であるとの仮定により，

それぞれ

l＝/(亀χ，≪χχ，αmχ)

石五(亀X，OkX，伽x)＝Wx佃八x)

Px八(亀X，(IkX，αmχ)＝Qx(＝rTχχ)

Pxfu亀χ，O.Kχ，らχ)＝乙(＝)MTMχ)
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と表すことができる．これらの式から各町について解くと，それぞれ次

式が得られる．

(D1)

(D2)

(D3)

亀χ＝亀χ(Wχ，Qx，Zχ)

aKχ＝arχ(Wχ，Qx，Zχ)

伽χ＝らx(Wx，Qχ, Zχ)

上と同じ方法を他の部門についても適用することにより，次式が得られ

る．

　(Y財部門)

(D4)　亀Y ＝亀y(WY，Qy, Zy)

(D5)　a^Y＝心-i(Wf，Qy, Zy)

(D6)　伽!'＝伽i'(W^r，Qr, Zy)

　(中間財部門)

(D7)　亀M＝心i(Wふ妬)

(D8)　αraf ＝αれ(W.f，Qm)

　上記の（D1）-（D8）のうち，たとえば（D1）を例にとり，これをつぎの

ように変形する．

(D9)亀x=こ証印十几χ)十言説(戸十八X)

　　　　　　十念jl7(ん十へx)

上式に付録Eで導いている(ElO), (E13), (El6)を代入すると，次式が得

られる.

(D10)　瓦X ＝pLXOLL(面十九x)十PExa乱げ十几x)十伽述t(ム汗九fχ)

ここで各種のaはAllen (1938,p.503)が定義した代替の偏弾力性を表す
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ものとする. 励と記すとき,χ財部門における要素fとjとの間の代

替の偏弾力性を表すものとする．ところでAllen (1938, p.504)によると

(F2)　PlxOll十PKXdLK十蝕が乱＝O

の性質かおる(上式の導出については付録Fで述べている).これを用いて(D

10)の砥を消去し，かつ(26)を用いて瓦を消去すると, (37)が得られ

る．

　以上，(Dl)より出発して(37)を得る手順を示したが, (D2), (D3)につ

いて同じ方法を適用すると，それぞれ(38), (39)が得られる．

　上では，X財部門について(37)-(39)を導いたが，同じ方法をy財，

中間財の各部門に適用すると，それぞれ(40)-(42), (43)-(44)が得られ

る．

付録E

　本稿で使用するAllen （1938,p.504）の代替の偏弾力性について説明する。

これは，特定の産出量のもとで定義される. X財部門を例にとると，特

定の産出量X"のもとで生産関数

(E1)　Z≫=/(I,χ, i^χ，Mχ

がみたされる．均衡では，つぎの利潤極大条件がみたされる．

(A2)

(A3)

(A4)

夕x五＝W^(＝w八^)

ぬ几＝Qx(＝r八x)

鋸ル＝乙(＝拓mTmx)

(再掲)

(再掲)

(再掲)

　まず，要素需要の価格弾力性を求めることを考える．たとえば各種の要

素需要の賃金率に関する弾力性を求めることにする．前記の(El), (A2)，

(A3)および(A4)から成る方程式体系を賃金率lりで偏微分すると，つぎ
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長十八liな十八JMMご

(E2)

1　∂£x　　　∂ifχ, ，9Mχ, 几　肺χ
瓦‾瓦堕胎十Ilk-原石十五″了胎十px 罰瑕

　　　　^Lx べ　}K^ , ヽ 9Mx , A-　肺xn ―ん堕胎十加‾屏弓十八つ司十Px
石弓

o‐　　dLχI -f　dKχI f　dMχ, fu 知y:
　‾加観石十y這‾頴石十扁『5巧十Px 湛弓

この方程式体系より, d乙/節心，B馬/dW,,および&訂:i/dW,:について解

くと，それぞれつぎのようになる．

(E3)

F

O　　五　　ル

五　Ill　几k

五　JKL　ルK

fu　五M．　チUK

几

几m

ルm

JMM

晶

一-∂Wx ‾P丿

　　　　瓦j（,j＝L, K, M）は，行列式Fの成分几の余因子．

上では，労働サービスの価格が変化するものとしたが，資本サービスの価

格Qx,中間財の価格Zxが変化するものとすれば, （E3）に相当する式と

して，それぞれ次式が得られる．

　　　dLχ＿Fj,L　dKχ＿F^jc　dMχ_ Fkm
（Eレ百゛ PxF'石PxF'百PxF

E5　　　旺x
_ F‰　3馬_ 几k　d舒.　几m

O　　32 ‾京てPxF' てマ

以上の（E3）－（E5）の各式は, X財部門についてのものであるが，同じ
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方法をy財，中間財の各部門に適用すると，これらに相当する式が得ら

れるはずである.

　(E3)-(E5)の各式を弾力性の形にすると，種々の要素需要の価格弾力性

が得られる. (E3)を例にとり，弾力性の形にすると

　　Wχ　旺χ_ Wχ凡z;
　　一一一一　　Lχ　dwχ　PxLχ■F

E6　　　WχdKχ＿W/χ几r
（　）　万面石‾瓦荒戸

曝d冊x＿
一一一冊χd胎

となる．さて，これらの要素需要の価格弾力性が，要素費用のシェアと代

替の偏弾力性の積になることを示そう．上式（E6）の右辺を総費用に占め

る労働費用のシェアPlx （＝（Wx乙x）/(Px萄）で割ると，それぞれ

　　　　XFr,　　XF^,,　　XF,,,
　　　　一一一一一一一一一　　　　LχLxF

となる．これらは，代替の偏弾力性にほかならない(ただし，生産関数か一次

同次である場合のものである).これらをそれぞれ屯, Olkおよび砥mで表す

ことにする．そこで, (E6)の右辺は，労働費用のシェアと代替の偏弾力

性の積として，ぎのように表すことができる．

　　　　応拡x ＿W:cF‰＿　x
　　　　Lx S耳石－にLぶ戸一一ρ£Xび££

　　　　w^
d馬_ 肌几^ ＿　x

（E7）　口て訂万一瓦ﾌ辺瓦一Plxびlk

　　　　W^ 3訂χ＿W^‰ ＿　χ
　　　　にてi訓窄丿完pフぼ二万一阪xび£m

　上では，労働の価格が変化するものとしたが，資本や中間財の価格が変

化するものとすれば，同じ方法をそれぞれ(E4). (E5)に適用することによ
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り，上記(E7)に相当する式としてつぎの各式が得られる．

　　　　Qx　昿x ＿QχI
　　　　Lx ﾆdQx －にLぶ万一PkxOれ

E8　　　Qx　a尺χ＿QxF
（　）　愕 dQx一瓦鎧戸－pH（y。

　　　　Qx d訂^ _ Q^‰M ＿　x
　　　　幻x 蜀x －pぶM？万一PkxOkm

　　　　乙∂£χ＿乙几M;_　χ
　　　　万ﾆ認^一下ぶこ戸一一PilX^^ML

（E9）立言_ ｿﾞｼﾞﾂﾞづk_ X

　　　　乙d訂^ ＿乙几肖＿　　x
　　　　双ﾌｺﾞ認x －p⊇口？F一戸μxびmm

以上，要素需要の弾力性が要素費用のシェアと代替の偏弾力性の積になる

ことを示した.

　(E7)-(E9)の各式は，X財部門についてのものであるが，Y財，中間

財の各部門についても，これらに対応する式が得られるはずである．

　ところで, (E7)－(E9)に示された各要素需要の価格弾力性は，生産関

数が一次同次であるとの仮定により，要素1単位当りでみた弾力性にも等

しい．また，代替の偏弾力性については. Oりーaiiが成り立つ．というの

は，その定義式の中の凡バこついては，Fo＝乱が成り立つからである

(Allen(1938, p. 504)). 以上により, (E7)-(E9)の各式はそれぞれつぎのよ

うになる．

(E10)
Wχ 9屯χ＿　　χ
瓦ぶ罰夕:,－^"''"

（Ell）ご賠＝汝がk

(E12)
w^ d心χ_　　χ
瓦ぷ万擢x
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(E13)

(EM)

(E15)

(E16)

(E17)

(E18)

言訃＝pKX（yllC

旦― ?蝕紅が乱

心X　臥

臥
-
αmX

乙

一
々£χ

乙

-

^瓦X

乙

-

OmX

賢==紅X祗f

∂亀χ_　　χ
て^－PmxOlm

必皿＿　　χ
dZr一心mxO心m

&aμx _　　x
て惣7－画fがmf

租税の帰着と中間財

　代替の偏弾力性らの符号にふれよう. i=jの場合を｢自己弾力性｣

(own elasticity)と呼び, i≒jの場合を｢交又弾力性｣(cross elasticity)と呼

ぶことにすると(Batra (1973, p.175)),自己弾力性の方はつねに負である．

というのは，要素需要は，他の要素価格か不変であるならば，その価格の

変化と逆方向に動くからである．これに対して，交又弾力性は一般に正，

負いずれでもありうる．ただ，当面のモデルのように3要素の場合には，

補完関係が起るケースはせいぜい1つである(Allen (1938, p. 505)).したが

って，交又弾力性について起るケースは，すべてか正であるか'，せいぜい

1つが負であるかのいずれかにかぎられる．

付録F

　付録Eで述べた行列式F (式(E3))の第1行の各成分と他の行，たとえ

ば第2行の各対応成分との積の総和，すなわち

　　　　瓦Fll十几Flk十瓦Flm

は，1行と2行が同じである行列式
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ル
ル
ム
ふ

几
今
瞭
八

九
五
八
八

〇
〇
几
几

の展開になっており，行列式の性質によりゼロになるレ同じ理由でFの

第1行の各成分と第3行，第4行の各対応成分との積の総和もそれぞれゼ

ロになる。すなわち　　　　　　　　　　　　　･･

　　　　瓦F..十几Flk十瓦Fw＝O

（F1）　瓦Pkl十八Fkk十瓦F^M ＝O

　　　　/ifMi十瓦^MK十瓦i'MM ＝O

となる．上の各式の工を利潤極大条件(A2)-(A4)を用いて消去したあと，

(E7)-(E9)を用いて凡o-を消去し，かつ(T..,. = ％の性質かおることに注意

すると，つぎの各式が得られる．

(F2)

(F3)

(F4)

Plxぴ乱十PxxOhK十)mxOi.m ＝0

みxぴ乱十PKXび裂十PMXびKU ＝O

PlxoIm十PKX^乱M十Pmx<'mm = O

　上記の各式は, X財部門についてのものであるが, Y財，中間財の各

部門についても，同じ方法でこれらに対応する式を導くことができる．す

なわち, Y財部門については

(F5)

(F6)

(F7)

PlyoIl十pgy(7k十PMy迂M ＝0

汝rぴlご十Y十画yぴ臨 ＝0

PiyOlm十佩y迂u十pAfYa臨M ＝O

が，中間財部門については

（F8）　PlmO包十μがj‰＝O
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（F9）　pKuO KK十Plm娼k = 0

がそれぞれ得られる．

租税の帰着と中間財

付録G　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　尚　　尚

　Batra （1973, p.201）により, aβが正であることを証明する.回付録Fで

導いた（F2）－（F4）を考える. （F2）の"Ik, o乱にそれぞれ（F3）, （F4）を

代入して消去すると，次式が得られる．　　　　　　　し

　　　　哨l.＝上（PkxOkχ＋'^蝕x伽が乱十PmxOmm）
　　　　　　　Plx

右辺のかっこ内は> PkX,pUXに関する二次形式になっている．ここでは妬

は負である．したがって上記の二次形式について負定値の条件, (X)(y義く0,

(ii)o-‰＜0および(ill)ai^a!,M－(a赳)＞(iが成立する．条件(i)，(ii)は，

すでに仮定により成立している．条件(iii)は，弓K,司泌をそれぞれ(F3),

(F4)で消去することにより

　X　　　一阪mx迂がO乱m
町゛＞―乱十餌が瓦u

と変形できる。上の不等式をαの定義式（式（45））に代入すると

Plx

ﾝ

lm +崇諮丿十PkmPlxPmx岐m十PlmPkxPmxOkm

の不等式関係が成り立つ．右辺を整理すると

Pmx (PkmPlxびlm －PlmPkxO包m)^

　　　　一一　PLXOLM＋PKX<^KM

となり，正である．したがってαは正である.

　βについても，同様の方法でそれが正であることを証明できる．
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